
計画策定の背景と目的

住宅の確保に特に配慮を要する方が、それぞれの所得、家族構成、身体の状況などに適した住宅を確保

できるような仕組みのことを「住宅セーフティネット」といいます。

住宅確保要配慮者

・入居相談

・マッチング

・見守り

・家賃債務保証

など
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賃貸住宅の登録
居住支援法人等

による居住支援

低額所得者、高齢者、子育て世帯、障がい者、外国人等は、民間賃貸住宅市場にお

いて家賃滞納や事故及び騒音等に対する不安から入居が困難な場合があります。ま

た、これらの方の求められる住宅の規模や構造等も異なり、必要とする賃貸住宅への

円滑な入居が難しい現状があります。このように住宅の確保に特に配慮を要する方を

住宅確保要配慮者といいます。

本市の 65歳以上の高齢者人口は、2015 年に約８万人であったものが、2035 年には

約 11万人に増加する見通しです。

本市の空き家数（賃貸住宅等を含む）を住宅・土地統計調査で見ると、1993 年に約１

万戸であったものが、2013 年には約２万戸になっています。

2017年４月に住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律が改正され、「新たな

住宅セーフティネット制度」が創設されました。

新たな住宅セーフティネット制度は、以下の３つの施策を柱としています。

● 住宅確保要配慮者の入居の受け入れが可能な賃貸住宅を登録する登録住宅制度

● 登録住宅に対する賃貸住宅改修及び入居への経済的支援

● 住宅確保要配慮者への居住支援等

・改修費補助

・改修費融資

・家賃低廉化補助

・家賃債務保証料補助

など

国・地方公共団体等

による経済的支援

〈新たな住宅セーフティネット制度のイメージ〉

高齢者人口の増加

空き家数の増加

住宅の確保に特に

配慮を要する方

現在、住宅確保要配慮者に対する住宅供給施策の中核として、市営住宅等の公的賃貸住宅を住宅に困窮する低額所得

者を中心に供給していますが、本市の人口動態や住宅の現状の課題に対して、民間賃貸住宅の空き家や空き室を活用

することで、住宅確保要配慮者が必要とする住宅を確保し、安心して住み続けられる仕組みを構築していくことが必要と

なります。このことから、公的賃貸住宅や民間賃貸住宅による住宅セーフティネットを推進するため、「岡崎市住宅確保要

配慮者に対する賃貸住宅供給促進計画」を策定しました。

岡崎市

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅供給促進計画 2019
【概要版】

《対象とする住宅確保要配慮者》
低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子育て世帯、外国人、中国残留邦人、児童虐待を受けた者、ハンセン病療養所入所者、DV被害者、北朝鮮拉

致被害者、犯罪被害者、更生保護対象者、生活困窮者、東日本大震災等による被災者、供給促進計画で定める者、海外からの引揚者、新婚世帯、原子

爆弾被爆者、戦傷病者、児童養護施設退所者、LGBT、UIJ ターンによる転入者、住宅確保要配慮者に対して必要な生活支援等を行う者

計画期間：2019 年度～2023 年度までの５年間



課題に対する取組み事項

登録住宅の基準（一般住宅）賃貸住宅の供給戸数

床面積 18 ㎡/戸以上
（既存住宅でバリアフリーに配慮したものに限る。）

構造
消防法、建築基準法等に違反しないもので

あること。耐震性があること。

設備 住宅設備を有すること
（台所、便所、収納設備、浴室又はシャワー）

家賃 近傍同種の住宅と均衡を失しないこと

本計画では、公的賃貸住宅と民間賃貸住宅の両輪により、

住宅確保要配慮者へ賃貸住宅の供給を図ります。

公的賃貸住宅の供給戸数

4,155 戸以上

民間賃貸住宅の登録住宅の供給目標

600 戸以上

課題 取組み

■入居可能な多くの物件情報の提供

■セーフティネット住宅の登録促進

■情報提供

■居住支援サービスの充実

■入居時の保証人や緊急連絡先の確保に関す

る支援

■契約立会い・介添え、見守り・安否確認等に

関する支援

◆賃貸住宅の供給目標

◆民間賃貸住宅への円滑な入居の促進

◆公的賃貸住宅の供給促進

◆居住支援

住宅確保要配慮者が住まい探しを行う際、賃貸住

宅情報が限定的であることから、入居可能な多くの

物件情報の提供が必要です。

大家等の不安を払拭し、安心して賃貸住宅を貸すこ

とができる環境の整備などを行い、登録住宅を掘起

こしていくことが必要です。

大家等への聞き取り調査等から家賃の確保が確実

にできれば、入居の受け入れに対し前向きな意見

が多いことから、保証人の確保や家賃債務保証に

対する支援が必要です。

入居時・入居後の大家等の不安を払拭するため

に、契約立会い・介添え、見守り・安否確認等に関

する支援等を構築することが必要です。

本市では、居住支援を行う事業者等が活動している

ことから、これらの事業者等と連携・協力体制を構

築し、居住支援サービスの充実を図る必要がありま

す。

住宅セーフティネット制度の仕組みを大家・住宅確

保要配慮者に周知を図ることで、制度が有効に利

用され機能することから、円滑な入居に繋がる活

動・仕組みを周知することが必要です。

・本計画の施策の対象となる住宅確保要配慮者は、

法令及び国が作成した方針に示される方を対象と

します。

・本市の住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供

給は、公的賃貸住宅の供給の促進と民間賃貸住宅

の円滑な入居の促進の両輪により対応します。

・市営住宅の入居者選考に関する主な取組みとして

高層階に居住する高齢者が低層階へ住み替える等

の特定入居や子育て世帯、新婚世帯の優先入居な

どの取組みを実施します。

・大規模な市営住宅の建替えの際に、敷地の一部を

活用した子育て支援施設や高齢者生活支援施設を

併設することを検討します。

・大家等に向けて、住宅確保要配慮者が利用できる

福祉制度や居住支援を行う団体等が提供する住宅

確保要配慮者向けの居住支援サービスが活用され

るよう可視化を図ります。

・本市では、空き家・空き室の売買や賃貸などの利用

促進を図る施策を展開していることから、この施策と

も併せて本制度の周知を図ります。

・住宅確保要配慮者に必要とされる支援は保証人・

家賃債務保証、見守り・安否確認など様々であるこ

とから、居住支援サービスを整理し、大家等へ配慮

を必要とする事情を勘案し、的確な情報提供を図り

ます。

・登録住宅制度や各種支援体制など住宅セーフティ

ネット制度に関する情報提供を行います。



本計画において初めに取組む住宅確保要配慮者

 住宅確保要配慮者のなかでも、特に低額所得の方は、必要とする賃貸住宅への入居が難しい場合が多く、施策によ

る対応が必要と考えられるため、本計画で掲げる施策は、公営住宅の収入要件を満たす方を基本とした施策を展開

します。

 公営住宅の入居資格を持つ方は、特に住宅困窮度の高い、「著しい困窮月収※」未満にある概ね月収 10.4 万円未満

の方と、「著しい困窮月収」以上であり月収 15.8 万円（高齢者等は 21.4 万円）以下の方に分けられます。「著しい困窮

月収」未満にある方は、家賃の面で民間賃貸住宅への入居が特に難しいと考えられることから、低額所得者への施

策である市営住宅等の公的賃貸住宅を中心とした対応を行い、「著しい困窮月収」以上であり月収 15.8 万円（高齢者

等は21.4万円）以下の方が民間賃貸住宅へ入居しようとした場合には、保証人や緊急連絡先がないことなどから、民

間賃貸住宅での入居の受け入れが困難な状況にあります。そのため、円滑に民間賃貸住宅へ入居できるよう支援を

行っていきます。

※ 自力では国が定める最低居住面積水準（単身：25 ㎡、２人：30 ㎡ 等）の住宅を確保することが著しく困難な月収にある方

 「高齢者」は、障がい者や低額所得者などであることも多く、今後さらに高齢化が進み対象者が増加していくことから、

住宅確保要配慮者全体の施策の検討に繋がるものとして、施策を行っていきます。また、この支援者となり得る「子

育て世帯の若年者層」に対する施策を行うことで、他の住宅確保要配慮者への支援にも繋げ、延いては住宅確保要

配慮者全体の円滑な入居を促進していきます。

大家等に対する主な支援と取組み

 大家等に住宅セーフティネット制度が活用されるよう、様々な取組みを行っていきます。

主な住宅確保要配慮者
(公営住宅への収入要件を満たす方)

民間賃貸住宅への

円滑な入居を支援

公的賃貸住宅を中心

として対応

「高齢者」

及び

「子育て世帯の

若年者層」

に対する

施策を行う

著しい困窮月収以上かつ、

月収 15.8 万円以下の方
（高齢者等は 21.4 万円）

概ね月収 10.4 万円未満の

著しい困窮月収未満の方

● 大家等向け説明会の開催やパンフレットの配布による制度

周知

● 登録住宅に関する生活保護受給世帯に対する住宅扶助費

の代理納付制度を周知

● 登録を促進するための国による住宅改修費等の経済的支

援の周知

● 登録住宅を確保するための市による経済的支援等を検討

● 登録住宅制度、空き家バンク登録制度双方の情報媒体を

用いた制度周知

● 居住支援サービスの可視化

2019 年４月現在

補助対象
バリアフリー工事、耐震改修工事、用途変更工事等
（国費上限 50万円/戸（共同居住用住宅に用途変更等する場合は、国
費上限 100万円/戸））

【補助金】：国１/３（国の直接補助）

入居者要件等 入居者収入及び家賃水準について一定要件あり

②（独）住宅金融支援機構による登録住宅に対する改修費融資等

①家賃低廉化に要する費用 ②入居時の家賃債務保証料

（国費上限２万円/月・戸） （国費上限３万円/戸）

補助率
国１/２＋地方１/２
（地方公共団体が実施する場合の間接補助）

入居者要件等 入居者収入及び補助期間について一定要件あり

補助対象

補助率

１．登録住宅の改修に対する支援措置
（補助を受けた住宅は専用賃貸住宅化）

①登録住宅に対する改修費補助

２．低額所得者の入居負担軽減のための支援措置
（専用賃貸住宅として登録された住宅の場合）

【交付金】：国１/３＋地方１/３
（地方公共団体が実施する場合の間接補助）



居住支援に関する事項

本市の居住支援への取組み

 住宅確保要配慮者へ大家等が安心して賃貸住宅を貸すことができ、また住宅確保要配慮者も安心した生活を送る

ことができるよう、住宅確保要配慮者への居住支援を行う必要があります。

 住宅確保要配慮者に必要とされる支援は様々であることから、市内で居住支援に関するサービスの提供を行う NPO

等の団体及び事業者との協力体制を構築し連携することで、必要とされる居住支援の充実を図ります。

居住支援協議会の体制など

 住宅セーフティネット制度の推進を図るため、本市に住宅セー

フティネットに関係する団体と市で構成する岡崎市住宅確保要

配慮者居住支援協議会を 2019 年８月に設立しました。

 本市も協議会の構成員として、相談窓口の設置、住宅セーフテ

ィネット制度の情報発信、居住支援団体との連携を図り、住宅

確保要配慮者の円滑な入居・大家等の不安解消に繋げていき

ます。

司法書士会

西三河支部

岡崎市

セーフティネット

住宅登録者

協力大家・

不動産賃貸業者

居住支援団体

（NPO・事業者）

市営住宅等の指定管理者

地方公共団体や関係業者、居住支援団体等が連携し、住宅確保要配慮

者や民間賃貸住宅の賃貸人に対する情報提供や円滑な入居の促進に

関する必要な措置について協議し支援に繋げる会。

。

居 住 支 援 協 議 会 と は

居住支援を行う法人として、都道府県が指定する法人。

居 住 支 援 法 人 と は

登録住宅の所有・管理を行う大家・不動産賃貸業者。

協力大家・不動産賃貸業者とは

居住支援に関する事業・サービスの提供を行う事業者・団体。

居 住 支 援 団 体 と は

学識

経験者

【居住支援協議会】

民生委員

児童委員

協議会

居住支援

法人

宅地建物取

引業協会

西三河支部

社会福祉

協議会

弁護士会

西三河支部

市営住宅等の管理を行う者であり、管理運営業務のほか、一部の高齢の

入居者を対象にした見守り活動を行っています。

市営住宅等の指定管理者とは

住宅確保要配慮者

大家など

相
談

住宅確保要配慮者に合った住宅を確保す

るための支援等の検討・協議

住宅のマッチング

居住支援サービスのマッチング

居住支援団体や協力大家・不動産賃貸業

者との連携

住まい探しの相談対応

希望条件などを伺い、それらの

情報を基に相談記録票を作成

登録住宅などの物件紹介

居住支援メニューの紹介

相談窓口
（岡崎市など）

連携・支援マッチング
（居住支援協議会）

円滑な入居
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